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写真提供：ＪＩＣＡ
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②②農業・食料農業・食料(*)(*)
－緊急食糧支援1億ドル（2008年5月～7月）（うち相当部分をアフリカへ）
－コメの生産量倍増を含む農業生産性の向上（灌漑施設の整備、品種改良、

農業指導員5万人の育成等）

①①アフリカがつながる広域インフラ整備支援アフリカがつながる広域インフラ整備支援(*)(*)
－広域道路網の整備。通関手続円滑化（One Stop Border Post）支援を14箇所で実施
－電力インフラの整備のため、送配電線を整備

③③貿易・投資の促進貿易・投資の促進
－2012年までに対アフリカ投資が３４億ドルへ倍増するよう支援
－「アフリカ投資倍増支援基金」の創設を含む２５億ドル規模の金融支援
－貿易・投資分野の官民合同ミッションの派遣

(*) インフラ、農業分野を中心に、最大４０億ドルの円借款による支援

TICAD IVTICAD IVで表明した我が国の対アフリカ支援策で表明した我が国の対アフリカ支援策
（主な分野と支援策）（その１）（主な分野と支援策）（その１）

写真提供：ＪＩＣＡ

写真提供：三菱商事
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④④コミュニティ開発コミュニティ開発
－ 一村一品運動を12ヶ国で展開
－ＡＭＶ（アフリカン・ミレニアム・

ビレッジ）を12ヶ国で展開

⑧⑧クールアース・パートナーシップクールアース・パートナーシップ
－5年で100億ドル規模の支援

（全世界）

⑥⑥保健・医療保健・医療
－世界基金への新規拠出（5.6億ドル）
－10万人の保健・医療人材育成
－母子保健の向上
・40万人の子供の命を救う
・妊産婦の健康、リプロダクティブ・ヘルス
の向上

⑦⑦アフリカの水開発アフリカの水開発
－650万人に安全な飲料水を提供する

ための給水施設整備
－給水分野の人材5千人の育成
－貴重な水を無駄にしない

よう、「水の防衛隊」を派遣

⑤⑤教育と人材育成教育と人材育成
－小・中学校1000校（約5500教室）の建設
－10万人の理数科教員能力向上
－地域住民の参画を通じた１万校の

学校運営能力向上（「みんなの学校」）

TICAD IVTICAD IVで表明した我が国の対アフリカ支援策で表明した我が国の対アフリカ支援策
（主な分野と支援策）（その２）（主な分野と支援策）（その２）

写真提供：ＪＩＣＡ

写真提供：ＪＩＣＡ

写真提供：ＪＩＣＡ
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対アフリカ対アフリカODAODA倍増倍増

①TICAD Ⅳまでの5年間（2003年～
7年）の実績の平均値を基準とし、
2012年までに日本の対アフリカ向け
ODAを９億ドルから1８億ドルに倍増。

この実績（基準値を含む）には無償・
技術協力、円借款、アフリカ開発銀
行等への拠出を含めるが、債務救済
分は含まない。

②無償・技術協力を2008年以降
徐々に拡大し、7億ドルから14億ドル
に倍増。

③5年間で対アフリカ向け円借款を
更に積極的に供与し、2倍以上に増
額（ディスバースベース）。その中で、
債務持続性や資源、具体的な開発
ニーズを踏まえつつ、供与国の拡大
を進める。

～2012年までに、日本のアフリカ向けODAを倍増～

2012年までに達成するODA倍増の内容
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ＴＩＣＡＤ Ⅳで表明した我が国の支援策の具体化・実施に向け

２００８年４月以降、アフリカのインフラ、農業、保健、教育、水・

衛生等各分野で１３０件以上の協力準備調査を実施。

協力準備調査の実施

（注）その他、貿易・投資・観光、平和の定着、通信等の分野で計１2件。複数の分野にまたがる調査についてはその関
係分野いずれにも記載。

インフラ（運輸） ３０件

広域（セネガル、マリ、カメルーン、ガーナ、ブルキナファソ、ナイジェリア）、ガーナ、
コンゴ民、シエラレオネ、マラウイ、広域（ザンビア、マラウイ、モザンビーク、ボツワナ、
ナミビア、南アフリカ、タンザニア）、広域（ルワンダ、タンザニア）、広域（ＥＡＣ５カ国）、
エジプト、エチオピア、ケニア、タンザニア、ナミビア、ブルンジ、モザンビーク等

インフラ（電力） ２０件
ウガンダ、エジプト、南アフリカ、広域（ケニア、ウガンダ）、カーボヴェルデ、ケニア、
タンザニア、ボツワナ、リベリア、ルワンダ等

農業・食料 ２４件
広域（ブルキナファソ、マリ、カメルーン、ナイジェリア）、ガーナ、ザンビア、マラウイ、
エジプト、スーダン、セネガル、モザンビーク、ルワンダ等

コミュニティ開発 ３件 ナイジェリア、ウガンダ、ケニア

教育 １５件 スワジランド、レソト、コンゴ民、マラウイ、アンゴラ等

保健・医療 １１件 ガーナ、コモロ、ニジェール、ブルキナファソ、ウガンダ、コンゴ民等

水・衛生 １９件 ジブチ、モーリシャス、エジプト、スーダン、トーゴ、カーボヴェルデ等

環境・気候変動 ４０件
広域（エチオピア、モザンビーク） 、広域（セネガル、ニジェール）、ケニア、エジプト、
ガボン、ジブチ、セーシェル、ブルキナファソ、ブルンジ、マラウイ等
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#12  ベイラ回廊
★ベイラ港浚渫能力増

強計画

#8 北部回廊
(TAH : ラゴス－モンバサ回廊)

★モンバサ港開発計画
☆バメンダ～マムフェ～エコック間
及びマフム～アバカリキ～エヌグ

間道路交通促進計画

Burundi

Mali 

Sudan

Kenya

Guinea Burkina Faso

Ghana

Rep. 
Congo

Liberia Cote 
D’Ivoire

Tanzania

Sierra Leone

D.R.
Congo

Angola

Namibia

South Africa

Botswana Mozambique Mauritius

Zambia

Nigeria

Niger 

Ethiopia

Eritrea

DjiboutiGambia

Madagascar

Zimbabwe

Egypt
Libya

Tunisia

Morocco

Algeria

Mauritania

Chad

Central 
African R.

Gabon

Cameroon

Malawi

Rwanda

Lesotho

Swaziland

#11 ナカラ回廊
★バラカ－サリマ間国
道5号線橋梁架け替え

計画
●ナンプラ－クアンバ

間道路開発調査

#10 ムトワラ回廊
☆マサシ－マンガッカ間道路整

備計画
Somalia

#3 TAH : ダカール – ラゴス
回廊

★幹線道路改修計画

Togo
Benin

Western 
Sahara

#2 TAH : ダカール－ンジャメナ回廊
★ダカール－バマコ間南回廊道路改
良・交通促進計画（セネガル～マリ）
☆マリ・セネガル国南回廊道路橋梁

整備計画

#1アガディール－カイロ開発回廊
★地中海道路整備計画

●OSBP (チルンド)

Guinea
Bissau

#13  南北回廊
●チルンドOSBP

#7  エチオピア－スーダン回廊
（TAH : カイロ－ハボロネ回廊)
★第1～3次幹線道路改修計画

#6 トランス・カプリビ回廊
★ルンドゥ－エルンドゥ間道路改善計
画 (ルンドゥからトリポリ－ヴィントフッ

ク回廊（TAH）を 結ぶバイパス）

●OSBP (ナマンガ)

Uganda

#9  TAH: カイロ－ハボロネ回廊
★アルーシャ－ナマンガ－アティ

川道路改良事業
●ナマンガOSBP

TAH: Trans African Highway
OSBP: One Stop Border Post

（通関手続円滑化）

ンジャメナ

ウィントフック

ウォルス・ベイ

ベイラ

ハラレ

ナカラ

ダーバン

ルサカ

モンバサ

ダル・エス・サラー
ム

ラゴス

Senegal 

カイロ
アガディール

タコラディ

ロビト

ムトワラ

ヨハネスブルグ

ルアンダ

ナミベ

アディス・アベバ

ハルツーム

ダカール

青線：主な経済回廊
赤線・★：我が国による協力
●：技術協力
☆：ＴＩＣＡＤⅣ後に決定した資金協力案件
★：実施中又は実施済みの資金協力案件

アフリカでは経済成長に必要なインフラが不
足。特に国境を越える道路などの物流イン
フラ、電力網などの整備が課題。

►広域道路網の整備。通関手続円滑化（One Stop Border 
Post）支援を14箇所で実施
►電力インフラの整備のため、送配電線を整備

インフラ分野における無償資金協力・技術協力を着実に実
施中。また、案件発掘・実施に向けた調査を積極的に進めて
いる。
（これまでの実績：無償資金協力16案件、有償資金協力4件、技術協力
10案件（2009年3月末時点））

TICAD IVで表明した支援策とフォローアップ

#4 ロビト回廊
●港湾緊急復興計画調査

#5  ナミベ回廊
●港湾緊急復興計画調査

①①アフリカがつながる広域インフラ整備アフリカがつながる広域インフラ整備
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ウガンダ：

●ネリカ米振興計画

●東部ウガンダ持続型潅漑

農場開発計画

タンザニア：潅漑農業技術普及
支援体制強化計画

ガーナ：国産米総合振興計画

アフリカの貧困人口の約７割が農村に生活。また食料価格の高騰な
どはアフリカ諸国に大きな影響。アフリカの食料安全保障、貧困削減、
経済成長のためには農業分野の発展が必要。

CARD (Coalition for African Rice Development) と
は・・・アフリカの稲作振興に関心あるアフリカのコメ生産国
と連携し、稲作振興を目的に、二国間ドナー、多国間ドナー、
アフリカ地域機関及び国際機関が参加する協議グループ。
ＪＩＣＡとＡＧＲＡ（※）が中心となり、ＴＩＣＡＤⅣの際に立ち上
げた。

TICAD IVで表明した支援策
とフォローアップ

②②--1 1 農業・食料農業・食料

※AGRA (Alliance for a Green Revolution in Africa）： アフリ
カの小規模農家の生産性と生計を向上し、アフリカの貧困と飢
餓の減少に貢献することを目的に２００６年9月に設立。理事長
はコフィ・アナン前国連事務局長。本部はケニアのナイロビ。

► コメの生産量倍増（現在1400万ｔ→2018年には2800万ｔへ）を
含む農業生産性の向上（潅漑施設の整備、品種改良、農業指導
員５万人の育成等）

・アフリカ稲作振興のための共同体（ＣＡＲＤ）を設立。
２００８年９月及び２００９年２月にベナンで技術会合開催。
２００８年10月末にケニア（ナイロビ）に於いて第1回ＣＡＲＤ
会合を、２００９年6月には東京で第２回ＣＡＲＤ会合を開催。
・ＴＩＣＡＤ IV後、農業分野における無償資金・技術協力及び
草の根・人間の安全保障無償資金協力を着実に実施中。ま
た、案件発掘・実施に向けた調査を積極的に進めている。
（これまでの実績：無償資金協力11案件、技術協力8案件、草の根・

人間の安全保障無償資金協力21件（2009年3月末時点） ）

► 緊急食糧支援１億ドル（2008年5月～7月）（うち相当部分をア
フリカへ）。

JICAによる農業分野
の支援を実施中の国

貧困農民支援

写真提供：ＪＩＣＡ

写真提供：ＪＩＣＡ

（次ページへ）

写真提供：ＪＩＣＳ

写真提供：ＪＩＣＡ
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08年度及び09年度（9月まで）に233億8,000万円
をアフリカ30カ国へ支出。

08年度に203億7000万円をアフリカ33カ国へ支出。
（国際機関を経由した食糧援助、人道支援等）

08年度及び09年度（9月まで）に、31億2,000万円を
アフリカ6カ国への肥料供与に。

ｷﾞﾆｱﾋﾞｻｳ

ﾏ ﾘ
ﾁｬﾄﾞ ｽｰﾀﾞﾝ

ｺﾝｺﾞ(民)

ｴﾘﾄﾘｱ

中央ｱﾌﾘｶ

ｳｶﾞﾝダ
ｹﾆｱ

ﾚｿﾄ
ｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ

ｺﾝｺﾞ(共)

ｼｴﾗﾚｵﾈ

ﾘﾍﾞﾘｱ

ﾌﾞﾙﾝｼﾞ

ｺｰﾄｼﾞﾎﾞﾜｰﾙ

ｻﾝﾄﾒ･ﾌﾟﾘﾝｼﾍﾟ

ｻﾞﾝﾋﾞｱ

TICADIV後食糧援助
（含む各種人道支援）実
施決定国

TICAD IV後貧困農民
支援実施決定国食糧援助

貧困農民支援

②②--22 食糧援助等食糧援助等

写真提供：WFP 食糧援助

ｴﾁｵﾋﾟｱ

写真提供：WFP

マダガスカル

モザンビーク

ジンバブエ

ベナン

ガーナ

トーゴ

ニジェール

ブルキナファソ

ソマリア

コモロ

モーリタニア

セネガル

ガンビア

ルワンダ

ジブチ

マラウイ

ｶｰﾎﾞｳﾞｪﾙﾃﾞ

注：マダガスカルは、新政府
未承認のため、未実施。

各種人道支援
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東部アフリカ・ミッション
・対象国：ｹﾆｱ、ｳｶﾞﾝﾀﾞ、
ｴﾁｵﾋﾟｱ、ﾀﾝｻﾞﾆｱ

・期間：９月９日～９月
１９日

・団長：御法川信英外
務大臣政務官（当時）

・参加者数：５９名、参
加企業数：２３社

南部アフリカ・ミッション
・対象国：ﾎﾞﾂﾜﾅ、ﾓｻﾞ
ﾝﾋﾞｰｸ、ﾏﾀﾞｶﾞｽｶﾙ、
南ア

・期間：８月３１日～９
月９日

・団長：吉川貴盛経済
産業副大臣（当時）

・参加者数：６９名、参
加企業数：２１社

►2012年までに我が国の対アフリカ投資が３４億ドルへ倍
増するよう支援

►「JBICアフリカ投資ファシリティ」の創設を含む２５億ドル
規模の金融支援

「ファシリティ」は2009年4月発足済み

2008年5月以降JBICは計12億ドルの金融支援を承
諾。

►貿易・投資促進のための官民の取組み
2008年8月から9月にかけ、我が国の経済界、政界、
関係省庁、政府機関の合同ミッションが3班に分かれ、
それぞれ南部・東部・中・西部アフリカ地域を訪問。相
手国要人との会談、現地商工会議所や企業関係者と
の意見交換・商談、視察等を行った（延べ１８０名）。

2009年6月、第5回アフリカ・アジア・ビジネス・フォー
ラムを観光促進をテーマにウガンダで開催
→観光開発・促進のための政策提言を発出

►民間セクター開発のためアフリカ開発銀行（ＡｆＤＢ）に円
借款支援

2008年9月、民間セクター融資のため、新たにＡｆＤＢ
に約3億ドル（321億円）を供与する交換公文（Ｅ／Ｎ）
を締結

TICAD IVで表明した支援策とフォローアップ

②貿易・投資・観光

９

アフリカ貿易・投資促進シンポジウム（於：東京）
・対象国：ｱﾝｺﾞﾗ、ｺﾝｺﾞ(民)、ｻﾞﾝﾋﾞｱ、ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ、ﾏﾘ、ﾘﾋﾞｱ
・期間：2008年12月
・概要：外務省、経産省、ＪＥＴＲＯが日本で共催。アフリカ6カ
国の商工会議所や投資促進公社代表らのプレゼンテーション、
民間企業との情報交換等を行った。

南ｱﾌ
ﾘｶ

ﾎﾞﾂ
ﾜﾅ

ｴﾁｵﾋﾟ
ｱ

ﾅｲｼﾞｪ
ﾘｱ

ﾏﾀﾞｶﾞ
ｽｶﾙ

ﾀﾝｻﾞ
ﾆｱ

ｶﾞ
ｰﾅ

ｶﾒ
ﾙｰﾝ ｳｶﾞﾝ

ﾀﾞﾞ ｹﾆｱ

ﾓｻﾞﾝ
ﾋﾞｰｸ

ｾﾈｶﾞ
ﾙ

中・西部アフリカ・
ミッション

・対象国：ﾅｲｼﾞｪﾘｱ、
ｶﾞｰﾅ、ｾﾈｶﾞﾙ、ｶﾒ
ﾙｰﾝ

・期間：９月１３日～
９月２５日
・団長：西村康稔外
務大臣政務官(当
時）
・参加者数：５１名、
参加企業数：１８社

ﾘﾋﾞｱ

ﾌﾞﾙｷﾅ
ﾌｧｿ

ｻﾞﾝﾋﾞｱ

ｺﾝｺﾞ
(民)

ｱﾝｺﾞﾗ

ﾏﾘ

＜第１回貿易・投資分野の官民ミッションの派遣
及び第１回貿易・投資促進シンポジウム（２００８年）＞

アフリカの成長のためには民間企業の活躍が不可欠。日本企業の
直接投資の促進により、技術や経営のノウハウの移転が見込まれ
る。インフラ整備とともに、日本企業のアフリカにおける活動を促す。
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►一村一品運動を12カ国で立ち上げるべく
技術支援等を実施。

一村一品運動を実施中のマラウイ、
ガーナに加え、セネガル、エチオピア、ケニ
ア、モザンビーク、ザンビア、ナイジェリア、
南ア、マダガスカル、ウガンダ、タンザニア、
チュニジアにて一村一品運動の展開を検
討中。

►ＡＭＶ（アフリカン・ミレニアム・ビレッジ）を
１２カ国で展開。

日本が国連に設置した人間の安全
保障基金を通じてＵＮＤＰが８カ国（ガーナ、
ケニア、マラウイ、マリ、ナイジェリア、セネ

ガル、タンザニア、ウガンダ） において実施

しており、また、二国間援助によりモザン
ビークにおいて実施中。更に二国間援助に
より３カ国（マダガスカル、カメルーン、ベナ
ン）への支援の拡大を検討中。

都市でも農村でもコミュニティは開発を進め
るための基盤。ジェンダーや文化的考慮も
配慮していくことが必要。

TICAD IVで表明した支援策
とフォローアップ

一村一品運動を進めるマラウイの村の
売店でピーナッツオイルを売る女性

写真提供：ＪＩＣＡ

④④コミュニティ開発コミュニティ開発

アフリカン・ミレニアム・ビ
レッジ（ＡＭＶ）

農業開発に焦点を当てつつ、食
料生産、保健衛生、水、エネル
ギー等の幅広い分野で支援を
行うことにより、コミュニティ開発
を目指すプロジェクト。ジェフ
リー・サックス・コロンビア大学教
授（パン・ギムン国連事務総長
特別顧問）はAMVをサブ・サハ
ラ・アフリカ全土に拡大し、アフリ
カにおけるMDGｓの達成を実現
したいと考えている。

AMVを実施している
ウガンダ南西部ルヒーラ村の事務所

一村一品運動

平松元大分県知事が提案した
地域復興運動。地域の資源を生
かして、産業を振興し、住民の
収入向上を図り、コミュニティを
活性化させることを目的とする
活動。日本では海外でも専門家
派遣によるコミュニティレベルで
の生産・加工技術の向上などに
よりこのような運動の展開を支
援している。ガーナのシアバター
は日本にも輸入されている。
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HIV/エイズ、結核、マラリア、ポリオの蔓延、高い乳幼児死亡率及び妊産婦
死亡率など深刻な問題。個別の感染症への対応に加え、母子保健の向上、
保健システムの強化が課題。

►世界基金への新規拠出（５．６億ドル）

誓約の実施第一弾として、２００９年３月に約２２０億円（約１．９４億ドル）を拠出。

►１０万人の保健・医療人材育成
►母子保健の向上

ＴＩＣＡＤ ＩＶ後、保健人材育成、母子保健の分野における無償資金・技術協力及び草の根・

人間の安全保障無償資金協力を着実に実施中。また、案件発掘・実施に向けた調査を積極
的に進めている。 (これまでの実績： 無償資金協力19案件、技術協力7案件、草の根・人間の安全保障無償資金

協力39案件（2009年3月末時点）)

TICAD IVで表明した支援策とフォローアップ

マラリア対策の蚊帳の提供

世界基金とは・・２０００年の九州・沖縄サミットが契機となって、２００２年
に設立された、途上国におけるエイズ、結核、マラリア対策に資金供与
を行う機関。

⑤⑤保健・医療保健・医療

アフリカへのマラリア対策協力例

マラリアはハマダラ蚊を媒介にして感染する病気で、現在、１０
０カ国以上で感染が確認されており、２億４７００万人の感染者と
年間８８万人の死者が出ているとされ、特に、抵抗力のない５才
未満の子供が犠牲になっている。我が国からの協力としては、
例えば、住友化学の技術者が開発した、薬剤浸潤の糸を織り込
み、画期的な防虫効果を持つオリセット・ネット（蚊帳）を無償資
金協力により国際機関と連携してアフリカ諸国に提供している。

写真提供：住友化学株式会社
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►小・中学校1000校（約5500教室）の建設

►10万人の理数科教員能力向上
※理数科教育強化プロジェクトをこれまでアフリカ１０カ国に展開。
ケニアでの理数科教育プロジェクトを中核に設立されたＳＭＡＳＥ
－ＷＥＣＳＡ（サハラ以南のアフリカの域内ネットワーク）には現在
３３ヶ国・地域が参加し知見共有を推進している。

►地域住民の参画を通じた１万校の学校運営能力向上（「みんなの学校」モデル）

TICAD IV後、教育・人材育成分野における無償資金・技術協力及び草の

根・人間の安全保障無償資金協力を着実に実施中。また、案件発掘・実施に向け
た調査を積極的に進めている。 (これまでの実績： 無償資金協力7案件、技術協力5案件、草の
根・人間の安全保障無償資金協力36案件（2009年3月末時点）)

ニジェールの学校の運営に協力（技協）。
「みんなの学校」のロゴをデザインしたウセ
イネちゃんと共に。

教育は国造りの基礎。国連ＭＤＧｓレポートによると、サハラ以南の未就学児童は約3500万人(世界
全体の未就学児童7200万人の約半数）。男女平等や保健・水・衛生など他の分野との相乗効果を視
野に入れつつ、教育の量・質双方の向上が求められる。

TICAD Ⅳで表明した支援策とフォローアップ

⑥⑥教育と人材育成教育と人材育成

「みんなの学校」－ニジェール

「みんなの学校」とは、地域住民の学校運営及び教育への意識を
向上させ、学習環境の改善や就学率の向上を目指すもの。二
ジェール政府の要請により、日本は０４年からJICA専門家を派遣
し協力している。地方の教育行政官、校長、教員、住民への研修
を行い、住民参加のもと民主的な選挙による学校運営委員会の
設置、学校活動計画の導入等を支援している。また、生徒の親た
ちによる仮設教室、トイレ、塀の建設のほか、手工業や農業など
地域に根ざした授業、就学促進のための啓発など多岐にわたる
活動も行われている。

日本の協力で建設した小学校（ニジェール）

写真提供：ＪＩＣＡ

写真提供：ＪＩＣＡ
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►650万人に安全な飲料水を提
供するための給水施設整備

►給水分野の人材５千人の育成

TICAD IV後、水・衛生分野にお
ける無償資金・技術協力及び草の
根人間の安全保障無償資金協力
を着実に実施中。また、案件形成
に向けた調査を積極的に進めてい
る。（これまでの実績： 無償資金協力16案件、
技術協力4案件、草の根・人間の安全保障無
償協力24案件（2009年3月末時点））

►貴重な水を無駄にしないよう、「水
の防衛隊」を派遣。

水・衛生は健康な生活に不可欠であるが、気候変動の影響に脆弱な
アフリカでは「クールアース・パートナーシップ」の観点からも重要な分

野となる。

TICAD Ⅳで表明した支援策と
フォローアップ

⑦⑦アフリカの水開発アフリカの水開発

水の防衛隊
(W-SAT: The Water Security Action Team)

・2008年8月に、JICA職員らの調査団が
タンザニア、エチオピア、セネガルにお
いて、水分野の現状調査と青年海外協
力隊及びシニアボランティアの派遣の
可能性等を中心に、ニーズ調査を行っ
た。

・現在までに、タンザニア、エチオピア、
セネガル、南ア、ケニア、ウガンダへ17
名派遣済み。今後、ブルキナファソ、マ
ダガスカル、ザンビア、ルワンダ等へ派
遣を拡大予定。

ポンプ等の技術：手押しポンプの修理方
法を指導する日本人専門家

これまでの実績

水の防衛隊とは

・安全な水を安定的に供給することがで
きないアフリカ諸国に日本の専門家を派
遣して地下水掘削、ポンプ技術、配水管
管理等などの技術協力を行うもの。
・青年海外協力隊、シニア海外ボランティ
アや調査団により技術者を派遣。

地下水掘削：地下水を掘り当てた研修員たち

ロープポンプ（ピストン付きロープで水を汲み上げる仕組み：エチオピア）

写真提供：ＪＩＣＡ

写真提供：ＪＩＣＡ

写真提供：ＪＩＣＡ



ケニア：09年3月、環境プ
ログラム無償を供与
（4.83億円、「気候変動
への適応のためのﾆｬﾝﾄﾞ
川流域洪水対策計画」）。

エチオピア：09年
3月、環境プログ
ラム無償を供与
（８億円、「緊急給
水計画」）。

14モザンビーク：09年3月、環境
プログラム無償を供与（10億
円、「緊急給水計画」）。

植林をする子供たち

植林のための苗木を作る
青年海外協力隊員とスタッフたち
写真提供：JICA

新規パートナー国

TICADIV以前から
のパートナー国

TICAD Ⅳで表明した支援策
とフォローアップ

►５年間で、全世界向けに累計概ね

１００億ドル程度資金供給を可能と

する資金メカニズムの運用を2008
年から開始

►排出削減と経済成長を両立させ、

気候の安定化に貢献しようとする途

上国（クールアース・パートナー国）

を支援

・アフリカにおいて３６カ国がクー

ルアース・パートナ国（TICAD Ⅳ
後、新規パートナー国３２カ国）に。

・エチオピア、ガーナ、ガボン、カ

メルーン、ケニア、コンゴ（共）、

サントメ・プリンシペ、セネガル、

タンザニア、チュニジア、ナイジェ

リア、ナミビア、ニジェール、ブル

キナファソ、マラウイ、モザンビー

ク、モーリシャス、モロッコ、ルワ

ンダ、レソト（計２０カ国）：「アフリ

カの気候変動対策に関するパー

トナーシップ構築のための『日・Ｕ

ＮＤＰ共同枠組み』」の下、適応

支援実施を準備中。（注）

（注）予算規模：９，２１０万ドル

⑧⑧クールアース・パートナーシップクールアース・パートナーシップ

セネガル：09年3月、環境プログラム無
償を供与（10億円、「緊急給水計画」）。

ﾚｿﾄ

ﾆｼﾞｪｰﾙ
ﾏ ﾘ

ﾎﾞﾂﾜﾅ

ｴﾁｵﾋﾟｱ

ﾅｲｼﾞｪﾘｱ

ﾏﾀﾞｶﾞｽｶﾙ

ｶﾞﾎﾞﾝ

ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ

ｶﾒﾙｰﾝ

ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ

ﾌﾞﾙﾝｼﾞ

ベ
ナ
ン

ﾓﾛｯｺ

マラウイ

ﾅﾐﾋﾞｱ

ｾーｼｪﾙ

ｴｼﾞﾌﾟﾄ

ナミビア、ニジェール：日・Ｕ
ＮＤＰパートナーシップ基金
により、「ナミビア及びニ
ジェールにおけるコミュニ
ティベースによる気候変動
への適応プロジェクト」を実
施中。

ｾﾈｶﾞﾙ

ケニア

コンゴ共

ガーナ

コモロ

ルワンダ

日・ＵＮＤＰ共同枠
組みによる支援実
施を承認したパー
トナー国

ブルキナファソ：日・ＵＮＤＰパートナーシップ基金に
より、「ブルキナファソにおけるCDMの能力強化」を
実施中。

ルワンダ：日・ＵＮＤＰ
パートナーシップ基金
により、「京都議定書
の下でのルワンダに
おけるCDMプロジェク
トの能力強化」を実施
中。

タンザニア

ｽｰﾀﾞﾝ

写真提供：ＪＩＣＡ

ジブチ

チュニジア

ｴリトリア

コンゴ民

サントメ・プリ
ンシペ

ニジェール：09年3
月、環境プログラム
無償を供与（４億円、
「緊急給水計画」）。

モーリシャス

トーゴ
ウガンダ

アンゴラ

ザンビア


